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はじめに 

 

「第２期知多地域成年後見制度利用促進計画」が策定されました。計画策定委員会の事務

局を務めた知多地域権利擁護支援センターをはじめ、４市５町の行政担当者と多くの関係専

門機関からの参加を得て策定が実現したことに、委員長の立場として、まずお礼を申し上げ

ます。 

第１期計画を踏襲するとともに、国の第二期成年後見制度利用促進基本計画に打ち出され

た方向性、意思決定支援等による権利行使の支援や、虐待対応や財産上の不当取引への対応にお

ける権利侵害からの回復支援などを取り入れ、さらには現在審議されている「身寄りのない人

を支えるための新たな事業」を先取りする形で、本計画項目が組み立てられた点を強調したいと

思います。 

それらを反映した第２期計画の体系は、新規の計画項目を２つ加え、３つの計画項目を補

強する形で成り立っています。新規については、先にも触れた「身寄りのない人を支えるため

の新たな事業」の先取りとして、計画項目８「サブリース事業を活用した居住支援の仕組みづく

り」を取り入れました。この項目は第 1 期計画項目から取り組んでいる身寄りのない人を支える

支援である計画項目６「くらしあんしんサポート事業による支え合いの仕組みづくり」を補強す

るものです。 

もう１つは、これまで課題としていた「地域連携ネットワーク」の推進において、計画項目５

において、「一次相談機関と権利擁護支援センターとの連携による参加支援」を位置づけました。

注目してほしいのは、相談支援上の連携にとどまらず、参加支援のレベルでの連携とした点です。

この点は、参加自治体で取組みが進む重層的支援体制整備事業と権利擁護支援との連携を視野に

入れた判断がありました。 

補強点において注目できるのは、計画項目３の「成年後見制度利用における意思決定支援

と苦情への対応」と計画項目７の「社会福祉協議会との連携による新たな金銭管理支援の検

討」です。とくに後者については、日常生活自立支援事業をより補強するための新規の取組

みを検討するもので、その実現に大きな期待がかかっています。すでに法人後見において、

社会福祉協議会と知多地域権利擁護支援センターとの連携が進んでいる点を踏まえると、権

利擁護支援における官民協働にとどまらず民民協働の前進として注目できるものです。 

この計画策定をきっかけに、知多地域において、官民・民民協働さらには地域福祉に根差

した独自の権利擁護支援がこれまで以上に広がっていくことを確信しています。 
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第１章 計画の趣旨と策定方法 
 

1 計画の趣旨と背景 

1.1 計画の趣旨 

多様な社会構造の変化の中で、様々な生活課題を抱えながら、私たちは暮らしています。

そして、判断能力が不十分となった時、本人と共に考え、本人に寄り添い、本人に伴走支援

する人が、地域社会の中に必要です。 

第２期知多地域成年後見制度利用促進計画（以下、「本計画」）は、全ての人が、本人の

意思や尊厳を尊重しつつ、生きがいを持ち、住み慣れた地域で支え合いながら、地域を共に

創っていく地域共生社会の実現を目指すための計画です。 

本計画の名称は「成年後見制度利用促進計画」となっていますが、内容は権利擁護支援計

画としての性格を有します。国の第二期成年後見制度利用促進基本計画（以下「国の第二期

基本計画」という。）においても、「地域共生社会の実現に向けた権利擁護支援の推進」が

基本的な考え方として示されており、本人を中心とした支援・活動における共通の基盤とし

て「権利擁護支援」が位置づいています。成年後見制度の利用促進とともに、地域共生社会

の実現を図る支援施策との連携を強化し、地域連携ネットワークにおける権利擁護支援策の

一層の充実を目指します。 

 

厚生労働省資料 
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1.2 計画の背景 

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号。以下「促進法」とい

う。）第１条では、「認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産の管理

又は日常生活等に支障がある者を社会全体で支え合うことが、高齢社会における喫緊の課題

であり、かつ、共生社会の実現に資すること」とされています。 

また、促進法第１４条第１項の規定により「市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を

勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基

本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする」と示されています。 

知多地域では、半田市・常滑市・東海市・知多市・阿久比町・東浦町・南知多町・美浜

町・武豊町の４市５町において、第１期の知多地域成年後見制度利用促進計画（以下「第１

期計画」という。）に基づき広域の中核機関を知多地域権利擁護支援センター（以下「権利

擁護支援センター」という。）に業務委託し、権利擁護支援の充実に努めてきました。権利

擁護支援センターは促進法の施行以前の２００８年度から知多地域成年後見センターとして

開設しており、成年後見制度の利用促進のみならず幅広く相談や人材育成、周知・啓発等に

取り組んでいます。 

一方で、高齢化の進展、単身世帯高齢者の増加等により成年後見制度に対するニーズの増

加・多様化が見込まれることから、国においても成年後見制度の見直しが行われています。

また、地域共生社会の実現にむけて重層的支援体制整備事業等、新たな制度も創設されまし

た。こうした情勢を踏まえ、今後、様々な関係団体と連携した幅広い権利擁護支援が求めら

れています。本計画ではこれまでの実績や取組を基盤に、新たな制度や課題に対応した更な

る権利擁護支援の充実を図ります。 

2 計画策定の体制と進行管理 

2.1 ４市５町による広域計画としての策定 

第１期計画では４市５町においては、権利擁護支援センターの実績をもとに、本計画を策

定する必要から、権利擁護支援センターと幹事市が事務局となり、「知多地域成年後見制度

利用促進計画策定委員会」（以下「計画策定委員会」という。）を設置し、計画を策定しま

した。その後、計画策定委員会を計画の進行管理を担う「成年後見制度利用促進計画推進委

員会」（以下「推進委員会」という。）に移行させ、定期的な情報交換・共有を行ってきま

した。本計画は、推進委員会メンバーが「第２期知多地域成年後見制度利用促進計画策定委

員会」を兼ねる形とし、これまでの推進委員会での議論を反映して策定しました。 
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本計画は、知多地域４市５町における、権利擁護支援の充実を図るための方向性を示した

ものです。計画の実施に当たっては、各市町において総合計画や地域福祉計画の理念や内容

との整合性を図り、計画の進行管理の過程の中で、４市５町での調整を図りながら進めてい

きます。 

2.2 推進委員会とワーキンググループによる検討 

推進委員会（計画策定委員会）は、４市５町職員（管理職）と権利擁護支援センター、権

利擁護支援に係る専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士等）、関係機関により構成されて

います。推進委員会において、計画についての全体の方向性や今後の具体的施策についての

合意形成を行いました。 

また、現状の評価を踏まえ、権利擁護支援の現場からの声を反映させたボトムアップ型の

計画にするために、推進委員会の下に４市５町の権利擁護支援（成年後見制度）担当者をメ

ンバーとした「担当者会議」を設置し、計画の内容や進行管理等の話し合いは、重点目標ご

とに設けた４つのワーキンググループで行いました。 

 

3 計画の期間と進行管理 

3.1 計画の期間 

本計画の計画期間は、２０２５年度から２０２９年度までの５年間とします。国の第二期

基本計画の期間は、２０２２年度から２０２６年度までの概ね５年間とされています。国の

第二期基本計画見直しを受けて、２０２７年度に中間見直しを行います。 
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 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 

国の基

本計画 

         

本計画 

  

 

中間 

見直し 

 
 

 

 

２期 

策定 

  
 
 

 

 
 
 

中間 

見直し 

 
 

 

 

3.2 計画の進行管理 

推進委員会および４つのワーキンググループを継続的に開催し、進行管理を行います。計

画項目の優先度や実施方法等の協議を継続することで、計画の実現性を高め、４市５町にお

ける合意形成を図り、権利擁護支援の充実に向けて相互に支え合う場とします。 

なお、国において成年後見制度の見直しが行われていることから、新たな制度の内容に応

じて計画の見直しが必要となる場合は、ワーキンググループや推進委員会での検討を行い、

項目の修正等を行うものとします。 

 

4 計画書の構成 

計画書全体の構成は、以下のようになっています。第３章で、「１２の計画項目」ごと

に、「第１期計画の進捗と現状の取組」として、第１期計画での取組内容や成果を整理し、

そこから見えてきた「課題と今後の展望」と「具体的取組」を記載しています。 

 

第１章 計画の趣旨と策定方法 

第２章 計画の目標と体系 

第３章 計画項目と具体的取組 

 
12の計画項目 

方針 

第 1期計画の進捗と現状の取組 

課題と今後の展望 

具体的取組 １．重点目標 

２．計画の体系と特徴 

第１期計画項目の達成状況と 

第２期計画項目との関連を記載 

ＡＢＣＤの４つの重点目標ごとに計

画に関連する用語等の解説や参考

資料を記載 

第１

第１期 

第２期 

第２期 

第３期 
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第 2 章 計画の目標と体系 

1 重点目標 

以下の４点を計画の重点目標として定め、施策を推進します。 

重点目標Ａ 成年後見制度の利用促進を担う中核機関の機能の拡充 

新たに設置された中核機関の存在を周知啓発し、①広報機能（広報・啓発）、②相談機

能、③成年後見制度利用促進機能、④後見人支援機能の４つの機能を充実させると共に、法

人後見等の後見の担い手の育成や苦情対応、意思決定支援を含む支援の質の確保を目指しま

す。 

重点目標Ｂ 地域連携ネットワークによる総合的な権利擁護支援の充実 

成年後見制度の利用促進に留まることなく、判断する力が衰えても誰もが地域で安心して

生活するためには総合的な権利擁護支援に多様な主体が連携して取り組むことが必要です。

弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職や地域包括支援センター、社会福祉協議会等の関

係機関・団体と権利擁護支援センターとの広域的な地域連携ネットワークを基盤として、虐

待対応、参加支援や支え合いの仕組みづくり、金銭管理支援等、総合的な権利擁護支援の充

実を図ります。 

重点目標Ｃ 幅広い権利擁護支援施策の展開 

地域でその人らしく暮らせる地域共生社会を目指し、重点目標Ｂの総合的な権利擁護支援

に加えて居住支援や、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第

６５号。以下「障害者差別解消法」という。）の紛争解決等、幅広い権利擁護支援施策を展

開します。 

重点目標Ｄ 権利擁護・地域福祉の普及・啓発と人材活用 

幅広い権利擁護支援の普及・啓発や人材育成のために権利擁護支援センターで実施してい

る多種多様な研修を継続・充実させるとともに、地域での権利擁護支援や、地域福祉の担い

手となる人材が活躍できる人材バンクシステムを構築します。 
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2 計画の体系と特徴 

2.1 計画の体系 

４つの重点目標ごとに計画項目を定め、目標を実現するための具体的な取組を掲げていま

す。全体として１２の計画項目により構成されています。１２の計画項目全体で、３８の具

体的取組を掲げています。 

 

 
１ 中核機関の安定的運営と相談機能の強化 

２ 後見人支援の体制整備と他の法人後見の普及・支援 

３ 成年後見制度利用における意思決定支援と苦情への対応 

重点目標Ａ 

成年後見制度の

利用促進を担う

中核機関の機能

の拡充 

重点目標 １２の計画項目 

 
４ 虐待対応における専門的な支援体制の充実 重点目標Ｂ 

地域連携ネットワ

ークによる総合的

な権利擁護支援

の充実 

 

５ 一次相談機関と権利擁護支援センターとの連携による参加支援 

６ くらしあんしんサポート事業による支え合いの仕組みづくり 

７ 社会福祉協議会との連携による新たな金銭管理支援の検討 

重点目標Ｃ 

幅広い権利擁護支

援施策の展開 

 

 
１０ 地域における幅広い権利擁護の普及・啓発 

１１ 権利擁護に係る各種研修の効果的な実施 

１２ 地域福祉人材活用システムの広域的整備と運用 

重点目標Ｄ 

権利擁護・地域福

祉の普及・啓発と 

人材活用 

新 

補強 

補強 

補強 

８ サブリース事業を活用した居住支援の仕組みづくり 

９ 障害者差別解消法における紛争解決の体制整備 

新 
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2.2 第１期計画項目の達成状況と第２期計画項目との関連 

※達成した項目は第２期計画での記載はないが、引き続き取組を行うものである。 

第１期 

計画項目 
第１期計画の具体的取組 

達成・継続と 

第２期計画での修正点 

重点目標Ａ 成年後見制度の利用促進を担う中核機関の整備 
 

項目１ 

国の第二期 

基本計画に

基づく中核

機関の整備 

 

１ 

権利擁護支援センターが既に取り組んでい 

る相談・啓発・利用促進等の諸機能を活か 

した、中核機関の整備を行います。 

達成 

相談機能の強化のため
旧項目８から包括等と
の連携を移動 

 

 

２ 

広域での安定的な中核機関の運営体制を整 

備するため、中核機関の運営ガイドライン 

を作成します。 

 

達成 

新たに任意後見・未成
年後見の周知と在日外
国人支援を追加 

 

３ 

中核機関として必要となる職員の確保や、 

質の高い支援のための職員を育成します。 

継続 

項目２ 

後見人支援

の体制整備

と他の法人

後見の普及 

 

１ 

中核機関として後見人支援機能の強化を図 

り、親族後見人や専門職後見人等、後見人 

の担い手の確保や親族後見人のサポート 

等、後見人支援の充実を目指します。 

 

継続 

 

 

２ 

法人後見については、これまでの権利擁護 

支援センターが主な担い手となっていた仕 

組を改め、他法人の法人後見による受任を 

普及させます。 

 

継続 

社会福祉法人によるク
ロス受任の検討を追加 

 

３ 

社会福祉協議会と調整の上、社会福祉協議 

会による法人後見の試行事業に取り組み、 

普及を図ります。 

継続 

項目３ 

成年後見制

度利用の利

便性向上と 

質の確保 

 

１ 

低所得者も含めて、誰もが成年後見制度を 

利用できるよう、４市５町において利用援 

助を行います。 

達成 

 

 

 

 

２ 

適正な後見人の選任や、利益相反の防止の 

ために、第三者を構成員として含む後見人 

候補者推薦会議等を開催します。中核機関 

による法人後見受任ガイドラインを作成し 

ます。 

 

達成 

ガイドラインを活用し
た受任調整会議の開催
を追加 

 

 

３ 

利用者がメリットを実感できる制度となる 

よう、意思決定支援の普及を図ります。そ 

のために、後見人支援の質の確保と向上を 

目指します。 

 

継続 

意思決定支援と苦情対
応の仕組みを強化 

旧項目７－１を含める 
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重点目標Ｂ 幅広い権利擁護支援における事業の展開 
 

項目４ 

虐待対応に

おける専門

的な支援体

制の整備 

 

１ 

成年後見制度を含む幅広い権利擁護支援を 

重視し、適切に虐待対応が可能な体制と仕 

組を、専門職の協力を得て構築します。 

継続  

→地域連携ネットワー
クでの連携を重視 

 

２ 

中核機関は、４市５町の虐待対応の知識や 

技術の向上を目指して、弁護士会、司法書 

士会、社会福祉士会との連携の下、スーパ 

ーバイザーの派遣や、ケースの助言、研修 

会等を定期的に開催します。 

 

継続 

→地域連携ネットワー
クでの連携を重視 

項目５ 

障害者差別

解消法にお

ける紛争解

決の仕組み

づくり 

 

１ 

障害者差別解消に向けた啓発活動や研修等 

を実施します。 

継続 

→新項目９へ 

 

２ 

障害者差別解消に関して先行する他市町の 

取組や専門の紛争解決機関設置の事例等を 

検証し、知多地域における仕組みづくりを 

進めます。 

継続 

→新項目９へ 

 

３ 

障害者差別解消法における紛争解決の窓口 

（機関）の設置を検討します。 

継続 

→新項目９へ 

項目６ 

ライフエン

ディング事

業の整備 

 

１ 

権利擁護支援として、身元保証や死後事務 

等の課題への対応を行う「ライフエンディ 

ング事業」の広域実施を目指し、体制を整 

備します。 

継続 

名称を変更、地域連携
ネットワークと地域で
の支え合いを重視 

 

２ 

これまでの権利擁護支援センターによる関 

連ケースでの支援実績の経験、先進的取組 

や学術研究の成果を反映させながら、広域 

での本格実施を目指します。 

継続 

名称を変更、地域連携
ネットワークと地域で
の支え合いを重視 

 

重点目標Ｃ 権利擁護を支える地域連携ネットワークの整備 
 

項目７ 

権利擁護支

援の質の向

上と地域連

携ネットワ

ークの整備 

 

１ 

中核機関が、権利擁護支援チームの一員と 

して各市町の地域ケア会議や障害者自立支 

援協議会に参加し、本人を中心とした意思 

決定支援を行います。 

継続 

→新項目３へ 

 

 

 

 

２ 

広域での地域連携ネットワークの事務局と 

して中核機関が、地域の中での権利擁護の 

セーフティネットとしての役割を担いま 

す。 

 

達成 

→新項目５へ 

広域での地域連携ネッ
トワークを活かした参
加支援を新たに追加 

 

３ 

広域の権利擁護支援のネットワーク会議を 

定例的に開催します。 

継続 

→新項目５へ 

 

 

４ 

家庭裁判所や医療関係者等と定期的な情 

報交換を行います。 

継続 

→新項目３と 

新項目１０・１１へ 
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項目８ 

地域包括支

援センター

等の一次相

談機関と中

核機関との 

連携強化 

 

１ 

適切なニーズアセスメントや支援機関への 

つなぎができるよう、一次相談機関を対象 

として、成年後見制度や日常生活自立支援 

事業の活用についての研修を実施します。 

継続 

→新項目１へ 

一部は新項目５の参加
支援へ 

 

２ 

中核機関へのつなぎを行うか、一次相談機 

関で対応するかといった判断が、４市５町 

において統一的に実施できるよう、一次相 

談機関と中核機関との連携のための基準を 

作成します。 

継続 

→新項目１へ 

一部は新項目５の参加
支援へ 

項目９ 

社会福祉協

議会との連

携による日

常生活自立

支援事業の 

利用促進 

 

１ 

保佐・補助といった早期からの成年後見制 

度利用者が、日常生活自立支援事業の利用 

で支援可能か検討を行い、適切な支援の体 

制を構築します。 

継続 

→新項目７へ 

新たな金銭管理につい
ても検討するよう修
正・強化 

 

２ 

社会福祉協議会と協議・調整の上、人材の 

育成・活用や、判断能力の低下による成年 

後見制度への移行等、一体的な運営を図 

ります。 

継続 

→新項目７へ 

新たな金銭管理につい
ても検討するよう修 

正・強化 

 

重点目標Ｄ 権利擁護・地域福祉の普及・啓発と人材育成 
 

項目１０ 

権利擁護の

理解を深め

る人材育成 

 

１ 

権利擁護支援に関連した各種研修事業等を 

実施し、地域福祉やまちづくりに結びつく 

人材育成を目指します。 

継続  

→新項目１１へ 

医療関係者や教育関係
者等を対象とした啓発
や研修も追加 

 

２ 

地域住民だけではなく、４市５町や事業所 

も対象とした研修会を実施します。 

継続 

→新項目１１へ 

オンラインやアーカイ
ブ等の体制を追加 

項目１１ 

地域におけ

る権利擁護

の普及・啓

発 

 

１ 

成年後見制度を始めとする、権利擁護支援 

に関する諸々の制度について、きめ細かい 

広報や啓発を実施します。 

継続 

→新項目１０へ  

医療関係者やこども支
援関係者、金融機関
等、幅広い権利擁護の
情報発信を追加 

 

２ 

成年後見フォーラムを、年に１回、４市５ 

町を巡回する形で開催します。 

継続 

→新項目１０へ  

項目１２ 

地域福祉人

材活用シス

テムの広域

的整備 

 

１ 

社会福祉協議会や各支援機関と連携し、権 

利擁護に関する研修修了者の地域福祉人材 

登録制度（地域福祉人材バンク）の整備を 

進めます。 

継続 

→整備と運用へ 

 

２ 

社会福祉協議会ボランティアセンター等と 

連携し、地域福祉人材登録制度（地域福祉 

人材バンク）を用いた人材活用システムの 

広域的整備に取り組みます。 

継続 

→整備と運用へ 
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2.3 計画の特徴 

本計画は、下図のとおり、４つの方向性を持って策定されました。ＡとＢは、国の指針を

受けて中核機関の整備と、地域連携ネットワークについて定めています。その中でも、Ａは

行政責任、Ｂは地域志向を持つものとなっています。 

それに対して、知多の地域特性と権利擁護支援センター機能を活かし、ＣとＤにおいて、

国の第二期基本計画の範囲を越えて幅広い権利擁護支援の事業展開を志向しています。１０

年に及ぶ権利擁護支援センターの実績から展望できる新たな方向付けや、地域志向を重視し

た計画の柱だてが市町間で合意形成されています。 

 

  

Ｃ：幅広い権利擁護支

援施策の展開 

D：権利擁護・地域福祉
の普及・啓発と 
人材活用 

A：成年後見制度の利

用促進を担う中核

機関の機能の拡充 

Ｂ：地域連携ネットワー

クによる総合的な権

利擁護支援の充実 

国の指針 

独自展開 

行政責任 地域志向 
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第 3 章 計画項目と具体的取組 
 

以下では、１２の計画項目ごとに、計画の方針、第１期計画の進捗と現状の取組、課題と

今後の展望、具体的取組を記載しています。 

 

計画項目 頁 

重点目標Ａ 成年後見制度の利用促進を担う中核機関の機能の拡充 

計画項目１ 中核機関の安定的運営と相談機能の強化 １２ 

計画項目２ 後見人支援の体制整備と他の法人後見の普及・支援 １４ 

計画項目３ 成年後見制度利用における意思決定支援と苦情への対応 １６ 

重点目標Ｂ 地域連携ネットワークによる総合的な権利擁護支援の充実 

計画項目４ 虐待対応における専門的な支援体制の充実 ２０ 

計画項目５ 一次相談機関と権利擁護支援センターとの連携による参加支援 ２２ 

計画項目６ くらしあんしんサポート事業による支え合いの仕組みづくり ２４ 

計画項目７ 社会福祉協議会との連携による新たな金銭管理支援の検討 ２６ 

重点目標Ｃ 幅広い権利擁護支援施策の展開 

計画項目８ サブリース事業を活用した居住支援の仕組みづくり ３０ 

計画項目９ 障害者差別解消法における紛争解決の体制整備 ３２ 

重点目標Ｄ 権利擁護・地域福祉の普及・啓発と人材活用 

計画項目１０ 地域における幅広い権利擁護の普及・啓発 ３６ 

計画項目１１ 権利擁護に係る各種研修の効果的な実施 ３８ 

計画項目１２ 地域福祉人材活用システムの広域的整備と運用 ４０ 
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計画項目１ 中核機関の安定的運営と相談機能の強化 

 

 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

○「知多地域成年後見センター」のこれまでの実績や機能を活かした中核機関の整備を行い

ました。中核機関としてより広く権利擁護支援を行う機能を明確にするため、センターの

名称を「知多地域権利擁護支援センター」に変更しました。権利擁護支援センターは中核

機関であると同時に法人後見の機能を持つことから、中核機関の役割・機能を明確にし、

安定的な運営のための中核機関運営ガイドラインを作成しホームページに掲載しました。 

○一次相談機関である地域包括支援センターや基幹相談支援センター等における権利擁護ニ

ーズをキャッチする力や権利擁護支援センターにつなぐか否かの判断は、市町や相談機関

によって異なるため、連携基準として「成年後見制度活用検討フローチャート」（１９頁

参照）を作成しました。一次相談機関と権利擁護支援センターとの連携強化として、４市

５町の地域包括支援センター職員を対象とした地域連携ネットワーク会議を年２回開催し

ています。各市町の権利擁護支援の現状や課題を共有し、事例検討を行っています。 

○中核機関として必要となる職員の確保や、質の高い支援のための職員育成の第１歩として

権利擁護支援に適した職員像を整理しました。（下図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○権利擁護支援センターでは、どのような相談も断らない相談体制を心掛け、年間に実人数

約８００人、延べ約２，８００件の相談を受けています。成年後見制度を必要とする人は

誰でも利用できる体制を整え、支援を行っています。２０２３年度末で６１４人を受任し

ています。首長申立ても受任し、近年では年間４０人を超えています。 

権利擁護支援センターの既存の体制を活かし、①広報機能（広報・啓発）、②相

談機能、③成年後見制度利用促進機能、④後見人支援機能の４つの役割を持つ中

核機関の整備を行いました。引き続き、中核機関の安定的な運営を行うととも

に、成年後見制度をはじめとした権利擁護支援が必要な人に届くよう一次相談機

関と連携した相談機能の充実と職員の支援の質の向上を目指します。 

 

 

重点目標Ａ 成年後見制度の利用促進を担う中核機関の機能の拡充 

方針 
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年度 相談件数 相談実人数 後見受任 首長申立て 

２０１９ ２，５０５件 ５１２人 ５３０人 ２６人 

２０２０ ３，０３９件 ５３２人 ５８１人 ３５人 

２０２１ ２，４７５件 ５４４人 ５５５人 ２９人 

２０２２ ３，６４５件 ９０３人 ５５７人 ３７人 

２０２３ ２，８０２件 ８２８人 ６１４人 ４４人 

課題と今後の展望 

〇増大・多様化する権利擁護支援ニーズに対し、中核機関として幅広い相談に応じるため、

どのような相談等にも対応できる人材を育成し、専門的な相談体制の充実が必要です。 

〇権利擁護や成年後見制度に関する相談は、４市５町の地域包括支援センターや基幹相談支

援センター等が一次相談機関として受け止め相談の内容から権利擁護支援の必要性（ニー

ズ）をアセスメントして、適切に専門的な二次相談機能を持つ中核機関等につなぐ必要が

あります。住民に身近な一次相談機関が幅広い権利擁護相談に適切に対応できるよう相談

力を向上させるとともに中核機関との連携を強化することが必要です。 

○外国籍の方からの相談もありますが、言語の壁があり制度の理解も難しい状況です。外国

人支援を行う団体との連携を図り、外国籍の方にも成年後見制度等を理解してもらえる体

制を整備する必要があります。 

○未成年後見制度は、親権者の死亡以外にも、虐待や親権者の入院等による長期の不在等で

も利用できますが、児童相談所や児童養護施設などの職員に十分に制度の情報が伝わって

いない現状があります（２０２１年全国司法書士連合会アンケート）。権利擁護支援セン

ターにおいても将来的に成年後見が必要な方で養育環境が家庭で十分ではない方の利用に

限定されています。児童福祉にかかわる支援者に幅広く制度の周知が必要です。 

 

 

 

  

具体的取組 

１－１ 権利擁護支援センターが中核機関運営ガイドラインに基づき、相談・啓

発・利用促進・後見人支援の役割を継続して担います。 

１－２ 一次相談機関と連携し、成年後見制度の他、任意後見制度や未成年後見制

度についても周知します。 

１－３ 在日外国人にも権利擁護に関する情報や支援が行き届くよう、外国人支援

団体と連携し啓発や相談を強化します。 

１－４ 中核機関として必要となる職員の確保や、質の高い支援のための職員を育

成するための研修の仕組みを構築します。「権利擁護支援に適した職員

像」に則った育成を図るため評価基準を策定します。 
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計画項目２ 後見人支援の体制整備と         

他の法人後見の普及・支援 

 

 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

○後見人支援として、親族後見人や専門職後見人から個別で定期報告書の書き方や支援方法

で困った場合の相談を受けています。親族後見人研修を年２回開催しています。専門職に

よる受任継続が困難になった場合の相談・交代にも対応しており、成年後見制度のセーフ

ティネットとしても機能しています。 

後見人支援：’２０年度２２７件、’２１年度１２９件、’２２年度１３３件、’２３年度７９件 

後見人支援実人数の内訳：親族４９件、弁護士・司法書士・社会福祉士６件、 

法人後見２３件、その他３件 

○第１期計画に基づき、中核機関としての役割を果たす上で、公正な受任調整や後見人支援

を行うことと、広く専門職後見人や法人後見を行う団体を選択できる状態とすることで利

用者にとってメリットを実感できる制度とするため、社会福祉協議会による法人後見の実

施体制を支援してきました。 

○２０２１年度に半田市社会福祉協議会、２０２２年度に知多市社会福祉協議会で法人後見

を開始しました。これを受けて、法人後見を実施する市町の社会福祉協議会と権利擁護支

援センターが法人後見サポート会議を開催し、法人後見についての情報交換を行っていま

す。 

法人後見サポート会議の開催回数：’２１年度６回、’２２年度９回、’２３年度１２回 

○なお、第１期計画において低所得者も含めて、誰もが成年後見制度を利用できるよう、４

市５町において利用援助を行うことに伴い、権利擁護支援センター以外の他法人への利用

援助の仕組みについても検討しました。その過程で、権利擁護支援センターが受任するケ

ースとして①低所得者事案、②虐待事案、③首長申立事案、④その他処理困難事案の４点

を基準とすることを共有しました。後見報酬が低額となる低所得者事案は権利擁護支援セ

ンターが受任するため、それ以外の受任ケースはある程度の後見報酬が見込まれることか

ら、原則として他法人への利用援助の公費負担は行わないこととなりました。 

中核機関の４機能のうち、後見人支援機能については、第１期計画において新た

に体制を整備し、親族後見人研修等を開催してきました。第２期計画においても

引き続き親族後見人、専門職後見人への支援の充実を図ります。 

また後見人支援として、多様な法人後見の普及と支援を行い、社会福祉協議会に

よる法人後見実施の支援をしてきました。引き続き、他法人による法人後見の体

制を整え、多様な後見の担い手を確保していくことを目指します。 

重点目標Ａ 成年後見制度の利用促進を担う中核機関の機能の拡充 

方針 
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課題と今後の展望 

〇引き続き、権利擁護支援センターの経験の蓄積を活かし、専門職後見人や法人後見団体の

育成と公正な仕組みづくりが必要です。運営適正化委員会を通じた県内の弁護士会・司法

書士会・社会福祉士会との連携の仕組みを活かし、相談の体制をより強化していきます。 

○親族後見人に相談機関としての中核機関の周知をはかることが必要です。また、親族後見

人が孤立することがないよう、チームで本人を支援する地域連携ネットワークの構築も必

要となります。 

○後見人の選択肢を増やすことは、利用者にとってのメリットにつながります。身近な地域

での後見支援を可能とするためにも社会福祉協議会による法人後見を推進することが必要

です。 

○さらに、社会福祉協議会以外の社会福祉法人が、地域貢献事業として法人後見に取り組む

ことで、後見人の選択肢を広げていくことが可能となります。先行する地域では社会福祉

法人同士が連携し、他法人の利用者の後見受任を行うクロス受任等も取り組まれていま

す。社会福祉法人との連携方法や利用者の利益を守るための仕組みづくりを検討する必要

があります。 

 

 

 

 

  

具体的取組 

２－１ 引き続き中核機関として、親族後見人や専門職後見人からの相談や実務の

サポート、研修会の実施、チーム支援のための地域連携ネットワークの構

築等、後見人支援機能の充実を図ります。また、親族後見人への中核機関

の役割の周知を図ります。 

２－２ 社会福祉協議会による法人後見をさらにすすめ、後見業務がスムーズに行

えるよう支援を行います。 

２－３ 社会福祉協議会以外の社会福祉法人とも連携し、他法人の利用者の受任を

行うクロス受任等の方法による法人後見の実施体制を検討します。 
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計画項目３ 成年後見制度利用における意思決定支援と

苦情への対応 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

○中核機関による法人後見受任ガイドラインを作成

し、中核機関としての法人後見の公平性、中立性を

確保できるよう体制を整備しています。 

○中立性を担保し利益相反を防止するために、県内の

弁護士、司法書士、社会福祉士、精神保健福祉士が

参加する運営適正化委員会を設置しており、その中

で適正な後見人の選任を行うための受任調整会議を

開催しています。 

○本人情報が不足しているため受任調整会議に諮れな

い場合は、まず権利擁護支援センターが受任し、内

情が明らかになった段階で受任調整会議に諮り、適切な後見人を選任しています。 

○権利擁護支援センターは、成年後見制度の利用者の自己決定が尊重され、制度を利用した

メリットを実感できるよう、意思決定支援（１８頁参照）の普及を図り、本人を取り巻く

支援関係者が常に意識を持って取り組めるよう助言を行っています。４市５町の地域ケア

会議や障害者総合支援法に基づく協議会（以下、「自立支援協議会」という。）に参加

し、本人の参加を保障することや、代弁を行う役割を担っています。意思決定支援の講演

や研修会の講師も担っています。 

意思決定支援を取り入れた個別の担当者会議への参加実績 

’２０年度１８１回、’２１年度２２７回、’２２年度１６９回、’２３年度２０４回 

○被後見人や家族、その他の支援者から、後見人等への要望、意見、苦情等があった場合、

権利擁護支援センターが相談を受け制度の正しい理解を促すことも含めて調整を図ってい

ます。権利擁護支援センターが受任するケースについては、家庭裁判所が相談窓口となり

適切な対応が可能となるよう公平性を保っています。 

〇権利擁護支援センターと幹事市が事務局となっている「推進委員会」は、家庭裁判所との

連携を促進する機会にもなっています。成年後見制度の適切な運営のためには司法と福祉

誰もが安心して利用でき、利用者がメリットを実感できる制度にするため、適切

な後見人を選任する体制と合わせて、後見人による意思決定支援の普及と後見制

度利用にともなう苦情等への対応の仕組みを整備します。 

 

 

ＮＰＯ法人 知多地域権利擁護支援センター 

４市５町 
成年後見利用促進事業 

運営委員会 

(４市５町で組織) 

運営適正化委員会 
受任調整会議 

家庭裁判所 

委
託
料 

報
告 

監
督 

調
整 

重点目標Ａ 成年後見制度の利用促進を担う中核機関の機能の拡充 

方針 
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の連携が不可欠であり、４市５町と家庭裁判所が制度や地域の課題を情報共有できる場の

ひとつとなっています。 

課題と今後の展望 

○すべての後見人等は、被後見人の意思決定や参加を保障する必要があります。後見人等は

本人の意思を尊重し代弁する役割を担っていることを、権利擁護支援センターが権利擁護

支援（意思決定支援）の視点をもつ成年後見人や権利擁護支援団体の立場として、周知し

ていく必要があります。また、本人にかかわるすべての支援者や関係機関が意思決定支援

の視点をもつことで、地域の意思決定支援の力を強化していきます。 

○後見人等に関する苦情等には、後見人等の不適正・不適切な職務に関するものだけでな

く、後見人等が本人・親族等や支援者の意向等に沿わないことへの不満、本人・親族等が

成年後見制度・実務への十分な理解がないこと、本人や支援者とのコミュニケーション不

足によって生じる意見の食い違い等、様々なものがあります。そのため、まずは、成年後

見制度等に関する広報や事前の説明により、本人や関係者の制度に関する理解を促進する

ことが重要です。その上で、家庭裁判所、市町、権利擁護支援センター、弁護士会、司法

書士会、社会福祉士会等の専門職団体が連携して苦情等に適切に対応できる仕組みを整備

していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

具体的取組 

３－１ 適正な後見人等の選任や、利益相反の防止のために、法人後見受任ガイド

ラインに従い、弁護士・司法書士・社会福祉士等の第三者を構成員として

含む受任調整会議を開催します。 

３－２ 利用者がメリットを実感できる制度となるよう、成年後見制度利用におけ

る意思決定支援の普及を図ります。そのために、担当者会議や地域ケア会

議、自立支援協議会等において意思決定支援を取り入れた場づくりを行い

ます。また、意思決定支援をテーマとした研修会等、後見人等やその他支

援者の質の確保と向上を目指します。 

３－３ 成年後見制度の利用において、直接解決が難しい後見人等への要望や苦情

等については権利擁護支援センターが相談窓口となり、中立的立場から家

庭裁判所、専門職団体と連携して適切な支援につながるよう支援します。 

３－４ 権利擁護支援センターが受任するケースへの要望・苦情等は家庭裁判所が

相談窓口となり、権利擁護支援センターとの調整を図ります。 
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「地域連携ネットワーク」および「中核機関」とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中核機関は、地域連携ネットワークのコーディネートとして、以下の①②のような役割を

担っています。 

① 本人や関係者等から権利擁護支援や成年後見制度に関する相談を受け、必要に応じて専

門的助言等を確保しつつ、権利擁護支援の内容の検討や支援を適切に実施するためのコ

ーディネートを担う役割 

②専門職団体・関係機関の協力・連携強化を図るために関係者のコーディネートを行う役割

（協議会の運営等） 

「意思決定支援」とは？ 

意思決定支援とは、特定の行為に関し本人の判断能力に課題がある局面において、本人に

必要な情報を提供し、本人の意思や考えを引き出す等、後見人等を含めた本人に関わる支援

者らによって行われる、本人が自らの価値観や選好に基づく意思決定をするための活動をい

う。 

意思決定支援は、後見人等による「代行決定」とは明確に区別される。すなわち、①意思

決定支援が尽くされても本人による意思決定や意思確認が困難な場合、又は②本人により表

明された意思等が本人にとって見過ごすことのできない重大な影響を生ずる可能性が高い場

合のいずれかにおいて、最後の手段として、後見人等が法定代理権に基づき本人に代わって

行う決定（代行決定）とは区別されるものである。 

（「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」より）  

厚生労働省資料 
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成年後見制度活用のためのフローチャート 
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計画項目４ 虐待対応における専門的な支援体制の充実 

 

 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

〇成年後見制度を含む幅広い権利擁護支援を重視し、適切に虐待対応が可能な体制と仕組み

を構築することを目指し、高齢者・障害者虐待防止連絡協議会（以下「虐待防止連絡協議

会」という。）への権利擁護支援センター職員の参加、虐待ホットラインの設置、行政関

係職員虐待研修を実施してきました。 

○４市５町で開催されている虐待防止連絡協議会に権利擁護支援センターの職員が参加する

ことで、４市５町の虐待対応担当者等が専門的立場から助言等を得て適切な虐待対応が行

える体制を確保していますが、開催方法や内容が４市５町で異なります。 

虐待防止連絡協議会への権利擁護支援センター職員の参加回数： 

’２０年度１４回、’２１年度１５回、’２２年度１７回、’２３年度１７回 

○また、権利擁護支援センターの後見人等受任ケースには、虐待の案件が多く含まれていま

す。そのため、権利擁護支援センターと４市５町や地域包括支援センター、基幹相談支援

センターと連携し、チームとして虐待事例への対応を行っています。 

〇２０２２年度から法律の専門家が虐待対応の相談をうける「虐待ホットライン」を設置し

ました。相談内容は、病院や介護事業者での虐待が疑われる場合の対応方法に関すること

が最も多く、そのほか、後見業務の中で起こるトラブルへの対応方法、障害者差別に関す

る事例等も相談を受けています。 

ホットラインへの相談件数： ’２２年度１７件、’２３年度８件 

○同じく２０２２年度から権利擁護支援センターの専門性を活かし、虐待対応に関する行政

職員研修を年２回実施しています。虐待対応や判断には専門性が必要であり、異動を伴う

行政組織においては、判断の質を一定に保つことが重要です。 

行政職員研修参加者数： ’２２年度５２人、’２３年度４９人 

○弁護士会と連携して虐待や消費者被害をテーマとした福祉事業者向けのセミナーを開催し

ています。その他、４市５町の自立支援協議会や地域包括支援センター、知多障害保健福

祉圏域会議においても虐待をテーマとした研修会を開催しており、福祉に携わる職員の質

の向上に努めています。  

被虐待者には判断能力が十分ではない認知症高齢者や知的障害者も多く、成年後

見制度の利用を必要とする場合もあります。高齢者・障害者の虐待対応は、行政

が虐待の判断、認定、行政権限の行使等、迅速かつ適切に行う必要があり、その

ための専門的な判断が必要となります。４市５町と権利擁護支援センターや弁護

士等の専門職との地域連携ネットワークを活用し、適切な虐待対応と権利擁護支

援の充実を図ります。 

 

 

重点目標Ｂ 地域連携ネットワークによる総合的な権利擁護支援の充実 

方針 
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課題と今後の展望 

○４市５町で虐待防止連絡協議会を開催し、権利擁護支援センター職員が参画する体制を構

築していくことが必要です。さらに権利擁護支援センターが実施する行政向け虐待対応研

修への参加等を通して、行政職員の虐待対応の質向上を目指す必要があります。弁護士等

の専門職も参画した形で、具体的な事例検討を取り入れ、より実践的な学びの機会となる

よう、研修の充実を図ります。 

○虐待への対応等について、権利擁護支援センターでの相談やホットラインの活用が可能で

あることを情報発信し、より一層の利用を進めることが必要です。行政の担当者が変わっ

ても周知できるようにするとともに、ホットラインの相談内容、事例を共有することで、

どのような場合に活用できるかを共有していきます。 

○権利擁護支援センターにおいても引き続き、虐待対応の専門的な知識や技術、地域連携ネ

ットワークでのつながりを活かし、知多地域における施設や事業者での虐待防止の普及・

啓発に取り組む必要があります。権利擁護支援センターが虐待についての研修を実施でき

ることや、講師のコーディネートが可能であることを関係機関等に広く周知します。 

 

 

  

具体的取組 

４－１ 成年後見制度を含む幅広い権利擁護支援を重視し、適切に虐待対応が可能

な体制と仕組みを、弁護士等の専門職の協力を得て構築します。 

４－２ 権利擁護支援センターは、４市５町の虐待対応の知識や技術の向上を目指

して、弁護士会、司法書士会、社会福祉士会等、地域連携ネットワークで

の連携の下、スーパーバイザーの派遣や、虐待ケースへの対応に関する助

言、研修会等を定期的に開催します。 

４－３ 虐待ホットラインでの相談事例を整理、共有し、より一層の活用を促進し

ます。 
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計画項目５ 一次相談機関と権利擁護支援センターとの

連携による参加支援 

 

 

 

 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

○地域連携ネットワークの整備として、４市５町の地域包括支援センターや基幹相談支援セ

ンター等の一次相談機関と権利擁護支援センターとの連携を進めてきましたが、特に地域

包括支援センターが市町を越えて広域で集まる場はこれまでありませんでした。そのた

め、「地域連携ネットワーク会議」という４市５町の地域包括支援センターと権利擁護支

援センターとで情報交換や課題共有をする場を、年に２回開催することにしました。権利

擁護支援センターとの役割分担や連携方法等を確認する場にもなり、支援の質の向上を図

る機会となっています。 

○年に３回開催している「成年後見利用促進事業運営委員会」（以下「運営委員会」とい

う。）は、４市５町の課長職が顔を合わせ、情報交換を行う場になっています。権利擁護

という分野を横断した幅広いテーマの中で重層的支援体制整備事業についても市町の取組

や課題を情報共有しています。また、ワーキンググループでの検討の中では、分野や対象

を横断する重層的支援体制整備事業の担当職員が情報交換できる場が必要であるとの意見

がありました。 

○４市５町では、重層的支援体制整備事業に積極的に取り組んでおり、それぞれ特色のある

活動をしています。 

○重層的支援体制整備事業における「参加支援」では、社会とのつながりを回復するため、

既存の取組では対応できない狭間のニーズについて、就労支援や見守り支援をはじめとす

る居住支援等を提供するものとなっています。計画項目８の居住支援の取組や、計画項目

６の互助会の取組は権利擁護支援センターが実施する「参加支援」であるといえます。 

 

 

重層的支援体制整備事業において参加支援（２８頁参照）の充実が求められてい

ます。権利擁護支援においても、本人の意思決定に基づく社会参加が実現できる

よう、４市５町の支援システムや支援チームと連携した参加支援が必要です。４

市５町の参加支援の取組について情報の共有を図るとともに、権利擁護支援セン

ターが実施する互助会（計画項目６）や居住支援（計画項目８）等の支援も活用

しながら社会参加の機会が充実するよう連携を促進します。 

 

 

重点目標Ｂ 地域連携ネットワークによる総合的な権利擁護支援の充実 

方針 
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課題と今後の展望 

○国の第二期基本計画は副題として「～尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参

加を図る権利擁護支援の推進～」を掲げています。「地域社会への参加」を権利擁護支援

の目的の一つとして捉える事が必要です。 

○２０２４年６月から厚生労働省で開催されている「地域共生社会のあり方検討会議」で

は、議論の視点として①地域共生社会の実現に向けた取組、②身寄りのない高齢者等が抱

える課題への対応、③成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的

な権利擁護支援策の充実の３点が示されています。①では包括的な支援体制の整備や重層

的支援体制整備事業についての検討が行われています。地域共生社会の推進において重層

的支援体制整備と権利擁護支援の連携を強化していきます。 

○相談支援と参加支援との連携や参加支援の充実のためには多機関協働、分野を越えた連携

が必要です。権利擁護支援がもつ分野を横断した支援の特性を活かして、関係機関の連携

を促進していきます。 

○困難な状況で孤立した状態にある方は相談支援から参加支援につなげることが難しい場合

も多く、丁寧な伴走支援が必要となります。成年後見人は権利擁護を基盤とした伴走支援

の１つでもあり、さまざまな支援機関や社会参加の資源と連携した取組が必要です。 

○成年後見制度の利用者も、本人の希望に応じて社会参加する機会を確保していくことが必

要であり、４市５町の相談機関や参加支援事業者と、権利擁護支援センター、専門職後見

人との連携が必要となっています。 

 

  

具体的取組 

５－１ 運営委員会を通して重層的支援体制整備事業についての４市５町の情報共有

の場をもちます。 

５－２ 広域の権利擁護支援の「地域連携ネットワーク会議」や「知多障害保健福祉

圏域会議」を通して、地域包括支援センターや基幹相談支援センターとの情

報交換の場を定例的に開催します。総合的な相談体制や、居住支援、互助会

等の参加支援との連携についての共有を行います。 

５－３ 成年後見制度利用者の権利擁護の理念を基盤とした参加支援・地域づくりに

むけて、社会福祉協議会地域担当職員や生活困窮者支援の相談担当職員等と

権利擁護支援センターとの情報共有を進めます。 
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計画項目６ くらしあんしんサポート事業による      

支え合いの仕組みづくり 

 

 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

〇第１期の計画方針に基づき、先進地（名古屋市、魚沼市、福岡市等）への視察を行い、運

営方法、実績等の情報収集を行いました。ライフエンディング支援事業運営会議を実施

し、身元保証や死後事務、互助会の実施方法等を検討してきました。「くらしあんしんサ

ポート事業」（互助会連動型の身元保証、死後事務、生活支援事業）を構築し、事業実施

をしています。（２８頁参照）。 

○生活支援等のサービスを受けるだけ

でなく、老いや死と向き合い自分の

ことは自分で決められるようにする

機会や、困ったときに相談し見守り

あえるつながりづくりを目的に、互

助会の組織化を行いました。「知多

半島ろうスクール」の参加者を中心

に、隔月での集まりを開催し、自主

運営を促すため権利擁護支援センタ

ーがバックアップを行っています。

互助会への加入は「くらしあんしん

サポート事業」を利用する際の要件としています。 

○くらしあんしんサポート事業の広域実施に向け、身寄りのない人からの相談や死後事務等

の支援の実態について、４市５町の行政と地域包括支援センターを対象としたアンケート

とヒアリング調査を実施しました。アンケートの結果からは、身元保証や生活支援、死後

事務等、法律や制度の狭間で放っておけない困り事に何とか対応している現状が明らかに

なりました。家族との同居や社会資源の有無等の地域性、担当者の経験値でも対応に違い

が見られました。  

ひとり暮らしで頼れる親族がいない等で、突然の入院や、死後の身辺整理等に

不安を抱えている人は少なくありません。特に、死後のお墓の準備や財産の整

理等は、判断能力のあるうちから準備することが大切です。民間サービスもあ

りますが、高額であったり、金銭的なトラブルが生じたりといった課題もあり

ます。誰もが安心して、人生の最期を迎えることができるように、地域での支

援体制を整備します。 

方針 

重点目標Ｂ 地域連携ネットワークによる総合的な権利擁護支援の充実 
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課題と今後の展望 

○国では「身寄りのない人等に対する市町村が関与した新たな生活支援（金銭管理）・意思

決定支援に関する取組」として、「①包括的な相談・調整窓口の整備」と、十分な資力が

ない等、民間による支援を受けられない方を対象に「②総合的な支援パッケージを提供す

る取組」の２つの事業スキーム（下図）を提示しており、４市５町でも取り組んでいきま

す。 

○「くらしあんしんサポート事業」は②の総合的な支援パッケージに該当しますが、利用の

前提として、①の包括的な相談・調整窓口として身寄りのない高齢者等からの相談を受け

任意後見や民間のサービス等地域にある資源や支援のコーディネートをする人や機関が必

要です。４市５町の行政、地域包括支援センター等の相談窓口や社会福祉協議会と権利擁

護支援センターが連携して身近な地域での相談体制づくりが必要です。 

○より多くの人が事前の備えの必要性に気づき正しい情報を得られるよう、周知・啓発が必

要です。くらしあんしんサポート事業の他にも、各市町で提供しているエンディングノー

ト等のツールを活用することで、主体的に老いへの準備をすることができます。各市町の

エンディングノート掲載先のリンクを、権利擁護支援センターのホームページで紹介する

ことで、効果的に情報発信を行います。 

 

  

（件） 

具体的取組 

６－１ 権利擁護支援として、ライフエンディング支援における包括的な相談支援

と伴走支援を行う体制を整備するとともに、周知・啓発を行います。 

６－２ 身寄りのない人がお互いに見守り支え合える継続的なつながりづくりとし

て「互助会」を組織し、運営をサポートします。行政、地域包括支援セン

ターや社会福祉協議会と連携してより身近な地域での開催を目指します。 

６－３ セーフティネットとして身元保証や死後事務等の課題への対応を行う「く

らしあんしんサポート事業」の広域実施体制を整備します。 

厚生労働省資料 
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計画項目７ 社会福祉協議会との連携による      

新たな金銭管理支援の検討 

 

 

 

 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

○日常生活自立支援事業の利用促進にむけて、研修会や地域ケア会議等を通じて行政職員や

地域包括支援センター等の相談支援関係者に事業内容の理解・啓発を行ってきました。 

日常生活自立支援事業利用促進研修参加者数：’２２年度３０人、’２３年度３０人 

○また、権利擁護サポーター養成講座の運営会議（年３回）において社会福祉協議会日常生

活自立支援事業担当職員と制度の課題や本人の意思を尊重した支援について意見交換をす

る場を設けています。意見交換の中から、身体障害やその他判断能力の低下を示す診断が

ない方もお金の入出金や金銭管理に困る事例があるため、そうした方も活用できる金銭管

理支援の仕組みが必要であるという意見が出ており、他市町の取組の共有や検討を進めて

います。 

○社会福祉協議会での日常生活自立支援事業の実績は４市５町で差異がある状況です。認定

審査の仕組みや予算、人材の確保等の課題もあり、全体的なニーズに対して利用が少ない

のが現状です。一方、権利擁護支援センターにおける成年後見制度利用者においては、保

佐・補助類型の利用も多く日常生活自立支援事業で対応できるものも少なくありません。

引き続き、社会福祉協議会と権利擁護支援センターとの情報共有や人材の活用等、連携を

進める必要があります。（表は２０２４年３月末日現在） 

自治体 実利用者 自治体 実利用者 

半田市 ８３人 阿久比町 ９人 

常滑市 ０人 東浦町 １１人 

東海市 ３０人 南知多町 １４人 

知多市 １３人 美浜町 ４人 

  武豊町 ２８人 

利用者の判断能力に応じて、適切に日常生活自立支援事業を利用できるよう、体

制を整備します。判断能力の低下によって日常生活自立支援事業から成年後見制

度への移行が必要となった場合は、スムーズに移行できるよう４市５町の社会福

祉協議会と権利擁護支援センターとの連携を強化します。 

また、金銭管理支援を必要とする要件等により日常生活自立支援事業や成年後見

制度の利用が難しい場合にも安心・安全に支援が可能となるよう新たな仕組みや

支援の体制を検討します。 

 

 

重点目標Ｂ 地域連携ネットワークによる総合的な権利擁護支援の充実 

方針 
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今後の課題と展望 

〇現在の成年後見制度における代行決定は意思決定支援が十分でない場合、利用者の権利侵

害となる危険性もあります。判断能力が十分ではないものの、自分で判断が可能な人への

日常的な金銭管理支援としては、権利擁護支援の観点からできるだけ日常生活自立支援事

業を利用することが、適切な意思決定支援であると言えます。引き続き社会福祉協議会に

よる日常生活自立支援事業の利用促進を図るとともに、判断能力に応じて適切に成年後見

制度の利用につなげる連携が必要です。社会福祉協議会による法人後見の体制が進むこと

で、日常生活自立支援事業から成年後見への切れ目のない支援を可能としていきます。 

○身体障害等の理由で日常生活自立支援事業を利用することができない方が、安心して利用

できる金銭管理の仕組みを検討することが必要となっています。国においても「持続可能

な権利擁護支援モデル事業」として２０２２年度から試行的な取組が始まっています。取

組例として、豊田市では介護保険サービス事業者等が行う日常的な金銭管理サービスに対

し、意思決定支援フォロワーが本人の立場からサポートする形が示されています。（２９

頁参照）４市５町においても新たな金銭管理支援について検討していきます。 

○日常生活自立支援事業の現状や課題、新たな仕組みについて、４市５町の社会福祉協議会

と権利擁護支援センターが情報共有し、継続的に検討する場が必要です。 

 

  
具体的取組 

７－１ 研修会や会議での情報共有を通して、日常生活自立支援事業についての制

度の理解と適切な利用を促進します。 

７－２  社会福祉協議会と権利擁護支援センターとの連携を促進し、人材の育成・

活用や、判断能力の低下による日常生活自立支援事業から成年後見制度へ

の移行等、一体的な支援体制を構築します。社会福祉協議会による法人後

見を進めることで切れ目のない支援ができる仕組みとします。 

７－３ 日常生活自立支援事業に加えて、金銭管理支援を必要とする人に柔軟に対

応が可能となる新たな仕組みの検討をします。アプリケーションの活用

等、先進事例の調査研究を行います。 
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重層的支援体制整備事業の概要 

２０２１年度から制度化された「重層的支援体制整備事業」は、市町村において、既存の

「高齢」「障害」「こども・子育て」「生活困窮」の相談支援等の取組を活かしつつ、地域

住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、Ⅰ相談

支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支援を一体的に実施するものです。広域で展開さ

れる権利擁護支援との連携を行うことで、各自治体においても権利擁護を基盤とした参加支

援が可能となります。さらに地域づくりにむけた支援においても広域での広報・啓発・人材

育成の成果を活かした権利擁護を基盤とした参加支援・地域づくりを目指します。 

 

「くらしあんしんサポート事業」の内容   

提供サービス 

（１）見守り・安否確認サービス：週２回の電話による安否確認と月１回程度の見守り 

（２）入退院時等支援サービス：入院時の緊急連絡先指定及び緊急対応、その他必要事項 

（３）死後事務支援サービス：火葬の実施、火葬に係る届け出、その他必要事項 

その他、以下をオプション支援 

①行政官庁等に対する諸届事務（火葬手続き以外の手続き）、②納骨・永代供養の個別対

応代行手続き、③生活用品等整理・処分事務、④病院・施設の退院・退所手続き及び医療

費・施設利用料等の清算事務、⑤公共サービス等の解約・清算等事務、⑥遺言作成等事

務、⑦任意後見契約等事務、⑧相続人調査等事務 

※⑥⑦⑧は弁護士や司法書士等への取り次ぎ事務  

厚生労働省資料 
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「日常生活自立支援事業」とは 成年後見制度との違い 

「日常生活自立支援事業」とは、高齢や障害等によって、一人では日常生活に不安のある方

が、地域で安心して自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの

利用援助等を行うものです。日常生活自立支援事業で受けられる支援は、大きく分けて以下

の４つになります。 

 

 

 

 

日常生活自立支援事業は、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭等の管理に限定してい

ます。 成年後見制度は、日常的な金銭に留まらない全ての財産管理や福祉施設の入退所等

の生活全般の支援（身上監護）に関する契約等の法律行為を援助することができます。 

新しい金銭管理と意思決定支援の事例  豊田市 

豊田市では意思決定フォロワーを育成し、福祉サービス事業者が行う日常の金銭管理支援

をチームでサポートする仕組みを試行しています。 

  

① 福祉サービス利用のサポート：高齢者や障害者が「介護保険制度」や「障害者総合支

援法」等に基づく福祉サービスを利用する際の情報提供や手続きの支援 

② 金銭管理：医療費や家賃、公共料金の支払い、預金の引き出し等、日常的な範囲の金

銭管理 

③ 重要書類の管理：通帳や銀行印等、重要書類等管理の支援 

④ 見守り：生活変化の見守り 

豊田市資料 
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計画項目８ サブリース事業を活用した           

居住支援の仕組みづくり 

 

 

 

 

 

第１期計画の進捗と現状の取組 

〇第１期計画では、ライフエンディング支援事業の一環として、権利擁護支援センター独自

の居住支援事業として賃貸物件を活用したサブリース事業を開始し、支援の実績を積んで

きました。アパート等の賃貸の空き物件に対し、権利擁護支援センターが借り上げ、家を

必要としているが借りることが難しい高齢者や障害者、生活困窮者等に提供する仕組みと

なっています。 

○空き物件を抱える不動産業者や大家にとっては、権利擁護支援センターが間に入ること

で、住人に何かあった時や退去時の対応の心配もなく安定的に部屋を貸すことができ、貸

す側にもメリットがある仕組みとなっています。 

○２０２３年度に試行的に行った事業では、１０件の利用がありました。支援事例として、

虐待を受けて家出をした障害者等を支援することができました。さまざまな課題を抱えて

支援を必要としている生活困窮の方等にとってのシェルター的な機能をもっています。 

サブリース事業の実績：’２３年度合計 １０件 

利用の内訳：知多市３件、半田市２件、常滑市２件、美浜町１件、 

東海市１件、阿久比町１件 

利用者の属性：高齢者６件、障害者４件、虐待・ＤＶ２件、困窮１件 

 

  

権利擁護支援センターでは誰もが安心して地域で生活することを目指した居住支

援を試行的に実施し、保証人が立てられない方を対象としたサブリース事業で

は、すでにいくつかの実績を積んできました。今後は、サブリース事業を４市５

町に拡大するとともに、関係者とのネットワークを構築し、４市５町での居住支

援の充実をサポートします。 

 

 

重点目標Ｃ 幅広い権利擁護支援施策の展開 

方針 
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課題と今後の展望 

○単身高齢者や障害者が賃貸住宅を借りることが難しい、公営住宅は初期費用が高く保証人

も必要で苦労することが多い、地域によっては家賃が高く生活保護を受けている方が入居

できる物件がないことが、ワーキンググループ等の検討の中で挙がった課題です。 

○国においても居住支援を強化する動きがみられます。住宅施策と福祉施策が連携した地域

の居住支援体制の強化が必要となっており、居住支援協議会の設置が努力義務化されてい

ますが、４市５町では未設置のところが多い状況です。住まいに関する相談窓口から入居

前・入居中・退去時の支援まで、住宅と福祉の関係者が連携した、地域における総合的・

包括的な居住支援体制を整備していきます。 

○生活困窮者自立支援法では自立相談支援事業における居住支援が強化され、属性を問わず

住まいの相談、入居後の生活支援の相談に対応することが必要です。重層的支援体制整備

事業の参加支援においても居住支援に取り組む必要があります。（３４頁参照） 

○４市５町での居住支援協議会の設置・協議の状況や、支援を必要としている人の状況、空

き家の状況、不動産業者や大家の情報等を把握したうえで、課題を整理・共有する必要が

あります。そのうえで、先行する地域の取組等を参考にしながら、４市５町で対応が可能

なこと、広域での対応が必要なこと、市町と広域で連携して進めること等を検討すること

が必要です。 

○権利擁護支援センターが実施するサブリース事業は、柔軟に受け入れが可能であり緊急時

にも対応できる強みを活かして、セーフティネットとしての役割を担っていきます。ま

た、生活支援や見守り支援、家財の片付け等は、くらしあんしんサポート事業の「互助

会」（計画項目６）と連携することで、本人と地域とのつながりづくりの支援の充実を図

ります。 

 

 

  

具体的取組 

８－１ 公営住宅や居住支援協議会等、４市５町での居住支援施策の現状や課題を

共有し、対応を促進するための情報交換の会議を定期的に開催します 

８－２ 権利擁護支援センターが実施するサブリース事業を拡大し、４市５町での

利用が可能な体制を構築します。 

８－３ ４市５町の相談支援、見守り支援・地域とのつながりづくりの促進等の居

住支援と、権利擁護支援センターによるサブリースや互助会等の取組が連

携できるよう、関係者への情報発信や情報交換の機会を確保します。 
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計画項目９ 障害者差別解消法における        

紛争解決の体制整備 

 

 

 

 

 

 

第１期の進捗と現状の取組 

○自立支援協議会および知多障害保健福祉圏域会議において障害者差別解消にむけた取組の

検討を行いました。権利擁護支援センターの職員が会議に参加し、権利擁護支援としての

障害者差別の件数や事例、合理的配慮の取組等を障害者支援の事業者や市町と共有してい

ます。また、計画項目４の「虐待ホットライン」では、虐待の相談だけではなく、広く差

別に関する相談も対応しており、市町からの相談に対応しています。 

○２０２４年度からは合理的配慮の義務化が民間事業者にも広がったことから、合理的配慮

についての周知・啓発を行っており、合理的配慮とインクルーシブ教育をテーマとした講

演会を開催しました。インクルーシブ教育は、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕

組みであり、生活する地域において初等中等教育の機会が与えられることや、個人に必要

な合理的配慮の提供が必要とされています。 

○差別に関する紛争解決のための体制整備を目指し、先進地域の取組を調査しました。和歌

山県弁護士会では障害のある人がＡＤＲ（裁判外紛争解決手続き）を気軽に利用できるよ

う「障害者なんでもＡＤＲ」を設置しています（３５頁参照）。多くの会員弁護士が代理

人や和解あっせん人として相談に対応できるよう法律についての研修を実施するほか、県

社会福祉士会と協力し、ケースによっては社会福祉士が手続きに参加できるようにしてい

ます。兵庫県でも和歌山県の仕組みを参考に弁護士会による紛争解決センターが設置され

ています。 

○ワーキンググループにおいては、これまで相談のあった事例として、障害を理由に学童保

育の利用を断られた、飲食店等で体の不自由な人が利用を断られた、精神疾患や知的障害

で部屋を借りることができない、病院で視覚障害のある方が受付を断られた、認知症の方

の近隣トラブルで市に相談があったといった内容が共有されています。 

  

障害者差別解消法は、国・都道府県・市町村や、企業や店舗等の事業者が障

害のある人に対して、正当な理由なく、障害を理由として差別することを禁

止しています。障害のある人が不当な差別的扱いを受けたり、合理的配慮を

してもらえなかったりすることがないよう、法律についての普及・啓発や勉

強会等を行うとともに、障害者が安心して相談でき、権利が護られる紛争解

決の体制を整備します。 

 

 

重点目標Ｃ 幅広い権利擁護支援施策の展開 

方針 
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課題と今後の展望 

〇４市５町に、障害者差別解消法に基づく協議会等が設置されていますが、具体的な紛争解

決への対応については、高度な専門性が求められることから、権利擁護支援センターの有

する専門的な知識や技術、司法関係者のネットワークを活かし、知多地域における紛争解

決の仕組みづくりを進める必要があります。 

○紛争解決にあたっては、裁判に至る以前に対話をとおして相互の理解を深め、解決の手立

てを探ることが大切です。そのため、障害者とのコミュニケーションの手段を持った支援

者による丁寧な対応が必要となります。例えば、意思疎通支援事業を活用して必要に応じ

て手話通訳や要約筆記の派遣を利用することができますが、利用条件は市町により異なり

ます。そのため、障害者も分け隔てなく情報保障が受けられる体制を整備する必要があり

ます。 

○市町において、障害者差別に関連した相談の実態や合理的配慮の実績を全庁にヒアリング

しているところがありました。差別の課題が多岐にわたり、相談窓口も一本化されていな

い現状のため、まずはどのような相談がどれだけ持ち込まれているか、どこでどのような

合理的配慮がなされているのかの実態把握を行い、現状と課題を共有することが必要で

す。 

○一般の民間事業者にも合理的配慮の義務化が広がりましたが、どういった内容が差別にあ

たるのか、合理的配慮のためには何をする必要があるのか、理解が十分に浸透していると

はいえません。公的機関のみならず民間事業者も含めて、差別解消や合理的配慮に関する

研修等、周知・啓発が必要です。 

○障害のあるこどもへの合理的配慮等、保育や教育の現場でも差別解消の取組が求められて

います。障害福祉分野だけではなく、こどもや教育等、分野を越えて連携した取組が必要

です。また、教育と福祉が連携して、こどもの頃から障害や福祉への理解を図る福祉教育

に取り組むことで差別を減らすことにつながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組 

９－１ 民間事業者や教育機関等、広く障害者差別解消に向けた啓発活動や研修等

を実施します。 

９－２ 障害者差別に関連した４市５町への相談の実態把握を行い、現状と課題を

整理します。情報保障を含め、相談体制の充実を図ります。 

９－３ 先行する専門の紛争解決機関設置の事例等を参考に、弁護士会等と連携の

もと、知多地域における紛争解決の窓口（機関）の設置や解決のための仕

組みづくりを進めます。 
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居住支援の取組 

 

 

厚生労働省資料 

厚生労働省資料 
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ＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）の先駆的取組事例 

ＡＤＲは紛争当事者が弁護士を交えて互いに話し合い、和解や仲裁等で解決する制度で

す。通常の裁判に比べて解決までにかかる時間が短く、費用も安価な点が特徴です。 

和歌山県弁護士会では２０１３年から紛争解決支援センターを設置し、ＡＤＲを実施して

います。２０１６年に障害者差別解消法が施行され、障害のある人に対して社会が合理的配

慮を行うことが義務付けられたことを受け、障害者専用ＡＤＲを導入しています。 

利用にあたっては「高齢者・障害者あんしん電話相談」に電話をすると、３日以内に担当

弁護士から折り返し電話があり、無料で相談を聴いてくれる形になっています。その後、障

害者なんでもＡＤＲを利用すると以下の図のような流れで紛争解決が行われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

和歌山弁護士会紛争解決センターの流れ 
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計画項目１０ 地域における幅広い権利擁護の     

普及・啓発 

 

 

 

 

 

第 1 期計画の進捗と現状の取組 

〇権利擁護支援センターでは、広く一般市民を対象とした研修として、以下の４つの講座や

フォーラムを開催しています。成年後見制度の基礎的な知識を伝えるフォーラムのほかに

も、連続的に制度や支援、法律について学ぶ機会を提供しています。 

○中核機関としてのホームページを開設し、広く情報提供できる体制を整えました。権利擁

護支援センターの活動内容や成年後見制度の紹介のほか、研修・講座の情報、知多半島の

権利擁護に関連するさまざまな情報、本計画の紹介等、広く権利擁護に関する情報が得ら

れるものとなっています。 

○２０２２年度から「みんなの応援団」として、権利擁護支援に関わるさまざまな支援者や

地域活動者へのインタビューを記事にして情報発信を行っています。ホームページでも閲

覧することができます（４２頁参照）。 

〇権利擁護支援センターによる研修は成年後見制度のほか、「身元保証」「終末医療の問

題」「ファシリテーション」等、幅広い内容のものとなっています。その対象は、行政職

員、民生委員、ケアマネジャー、地域包括支援センター職員等多岐に渡ります。当事者の

親の会等、福祉専門職以外にも広く地域への啓発を行っています。 

講座・フォーラム名 開始年度 内容 参加者総数 

成年後見フォーラム ２００８年～ 広く一般市民の方に成年後見制度を知っても

らう機会 

１，１２７人 

成年後見サポーター講座 ２００８年～ 成年後見制度の基礎を学ぶ（全６日） ５５８人 

権利擁護サポーター講座 ２０１４年～ 認知症になっても、障害があっても、地域で自

分らしく生きて行くためのお手伝いに必要な

基本的な知識を学ぶ（全９日） 

１０５人 

ろうスクール ２０１７年～ 自分らしい生き方と老い方、生活を守るための

制度や法律について学ぶ学校（全７日） 

５２人 

成年後見制度のほか、任意後見制度やライフエンディング（人生の最終段階）の

ための準備、日常生活自立支援事業等、地域で最期まで安心して生活するために

必要となる幅広い権利擁護支援の普及・啓発に取り組みます。市民への理解を広

げるだけでなく、病院や金融機関、保険会社、葬儀会社等とも連携して理解を広

げます。また権利擁護支援センターの専門性を活かした講座や研修等の情報発信

にも力を入れます。 

 

 

重点目標Ｄ 権利擁護・地域福祉の普及・啓発と人材活用 

方針 
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課題と今後の展望 

○地域住民に対しての情報発信に関し、ワーキンググループの中では、もともと関心のない

人にどう見てもらえるかの工夫として、行政等の相談窓口でのチラシ以外にも日常的に目

につく場所での啓発が有効ではないかとの意見が出ました。具体的には、公共施設等のト

イレや病院の受付等に置くカード型のものや、産業まつりでの啓発等です。このように広

く地域住民に対して成年後見制度や任意後見制度、ライフエンディング等、幅広い権利擁

護についての情報発信を行います。 

○また、幅広い世代を対象とするためにはメーリングリスト、ＳＮＳ等、オンラインを活用

した効果的な啓発手法を検討し取り組んでいくことが必要です。 

○権利擁護支援センターでは、これまでにも地域のサロンや大学等で出前講座を実施してい

ます。ホームページに講座や研修の開催に関する情報のほか、講師派遣実績を掲載するこ

とで、権利擁護支援センター職員の専門性を活かした講師派遣について広報し、地域住民

が権利擁護を学ぶことのできる機会を増やしていきます。 

○学校でこどもの権利を啓発することは、こどもを通じて大人にも情報を伝えることができ

るというメリットがあります。そのため、社会福祉協議会が小学校で実施している福祉教

育と連携し情報発信に努めます。 

○後見人や代理人の制度について、生命保険会社や金融機関にも理解を求めていく必要があ

ります。またライフエンディング支援の取組については葬儀会社等とも連携することで、

より広い情報発信に努めます。 

 

 

  

具体的取組 

１０－１ 成年後見制度を始めとする、権利擁護支援に関する諸々の制度につい

て、きめ細かい広報や啓発を実施します。 

１０－２ 成年後見フォーラムを、年に１回、４市５町を巡回する形で開催しま

す。そのほか、オンラインを活用して講座や研修等に関する情報発信を

行います。 

１０－３ 医療関係者、こども分野の支援関係者、金融機関、保険会社、葬儀会社

等とも連携して、幅広い権利擁護支援に関する情報の共有や発信を行い

ます。 
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計画項目１１ 権利擁護に係る各種研修の効果的な実施 

 

 

 

 

第 1 期計画の進捗と現状の取組 

○項目１０にあげた一般市民を対象とした研修のほかに、人材育成のための以下の研修事業

を実施しています。「成年後見制度専門員養成研修」は、項目１０の「権利擁護サポータ

ー講座」修了者が系統的に受けられるだけでなく、社会福祉協議会職員や地域包括支援セ

ンターの職員等、権利擁護支援に関わるさまざまな支援者が参加し、知識や技術を高め合

う場になっています。 

○４市５町行政職員が参加できる研修プログラムも用意されており、１０年間の実績で、総

参加者は８１０名にも及んでいます。また、愛知県弁護士会半田支部と共催で、福祉関係

職員と法律家を対象とした「事業者セミナー」も開催しており、地域連携ネットワークの

基盤にもなっています。 

○出前講座では、広く地域の様々な団体からの研修依頼に対応しており、介護や福祉の事業

者等の専門職にむけての研修の機会にもなっています。 

研修名 開始年度 対象・内容 参加者数 

成年後見制度

専門支援員養

成研修 

２００９年度～ 対象：成年後見制度に関する基礎的な研修

等を受講した人・権利擁護に関する仕事に

従事している人 

内容：成年後見制度に関する基礎的な知識

をふまえ、グループワークで実際の事例を

検討する（全 5日） 

２０２１年度：２３人 

２０２２年度：８人 

２０２３年度：９人 

行政職員研修 ２００９年度～ 対象：４市５町行政職員 

内容：成年後見制度研修会、虐待対応研修

会を実施 

２０２１年度：６７人 

２０２２年度：１２０人 

２０２３年度：１２４人 

事業者セミナー ２０１５年度～ 対象：福祉関係職員・法律家 

内容：普段の業務で直面する高齢者・障害

者の事例について法律家とともに検討する。

福祉職・法律職とのネットワーク形成の場。 

２０２１年度：中止 

２０２２年度：３６人 

２０２３年度：４２人 

出前講座  権利擁護に関する研修の要望がある事業者

等に出向いて実施 

 

権利擁護支援センターは権利擁護に係る人材育成のノウハウや体制を活かし、４

市５町職員、福祉や介護の専門職、地域住民等、権利擁護支援を担う幅広い人材

を育成してきましたが、今後は、対象者の拡大や研修体系・研修方法の見直し、

評価やフォローアップの体制を充実させ、より効果的な研修が実施できるように

します。 

 

 

重点目標Ｄ 権利擁護・地域福祉の普及・啓発と人材活用 

方針 
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課題と今後の展望 

○研修をより多くの行政職員、地域包括支援センター、基幹相談支援等の職員が参加できる

よう、オンライン等を活用した受講を可能にすることや研修のフォローアップ（アーカイ

ブ受講等）の体制についても検討する必要があります。 

○意思決定支援や合理的配慮が求められる中で、医療関係者やこどもの教育・支援にかかわ

る専門職にも権利擁護への理解を促進し、連携の基盤をつくることが必要となっていま

す。 

○人材育成の目的に対して各研修プログラムが果たしている役割の整理及び効果を測るため

の基準を作成する必要があり、ワーキンググループの作業の中で、各種研修や会議の目的

を①地域福祉人材育成、②地域連携ネットワーク整備、③権利擁護支援力の向上の３点に

整理しました。今後は、研修効果を評価できる仕組みが必要です。 

○今後は研修受講者へのアンケートの実施や、これまでの研修受講者のフォローアップを通

じ、より効果的な研修の実施に努めます。 

 

 

  

具体的取組 

１１－１ 広く市民に対し権利擁護支援に関連した各種研修事業等を実施し、地域福

祉やまちづくりに結びつく人材育成を目指します。また、研修効果の評価

とフォローアップの体制を整備します。 

１１－２ ４市５町の行政職員や福祉事業者を対象とした研修会を実施します。多く

の人が受講できるよう、オンラインやアーカイブ等の体制を整備します。 

１１－３ 医療関係者との連携を促進し、成年後見制度の理解を広げるとともに、適

切な利用につなげます。 

１１－４ 教育関係者や放課後デイサービス等、障害児支援の関係者に対しても合理

的配慮や未成年後見制度等についての理解を促進し、権利擁護支援の従事

者として連携できるよう研修会等の機会を確保します。 
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計画項目１２ 地域福祉人材活用システムの      

広域的整備と運用 

 

 

 

 

第 1 期計画の進捗と現状の取組 

○権利擁護支援センターがこれまで養成してきた数多くの人材の活躍の場を広げるため、各

種研修修了者を対象とした人材バンクを構築することをワーキンググループにおいて検討

してきました。項目１０にあげた研修プログラムの修了者を対象に、名簿の作成と精査を

行いました。これまでの研修修了者は実人数で９６５人（２０２４年１０月現在）にのぼ

ります。 

○ワーキンググループの検討の中で、人材バンクのイメージを作成しました（下図）。活動

の場としては、成年後見支援員や日常生活自立支援事業生活支援員のほかに、各市町に設

置されているボランティアセンターや市民活動センターが関わりをもつ地域福祉活動も想

定しています。ボランティアセンターや市民活動センターがもともと持っているコーディ

ネート機能を活かしながら、権利擁護支援センターと連携することを想定しており、今

後、意見交換や仕組みについての検討の場をもつ予定です。 

 

  

成年後見制度を始めとする権利擁護に関する多種多様な研修の修了者に、今

後、権利擁護支援に積極的に携わってもらえるよう、人材バンク等の活用シ

ステムを整備し、４市５町の地域福祉人材とその活躍の場とのマッチングに

取り組みます。 

 

 

重点目標Ｄ 権利擁護・地域福祉の普及・啓発と人材活用 

方針 
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課題と今後の展望 

○地域では民生委員の担い手がいない、ボランティアが足りない等、人材不足が課題になっ

ています。権利擁護支援センターの講座修了者等、権利擁護の視点を持った人材が地域福

祉人材として活躍できる環境整備に努めます。 

○権利擁護支援センターが持つ地域福祉人材バンクの強みとしては、権利擁護の意識と基礎

的な知識を持つ人であることや、広域での調整が可能となることを挙げることができま

す。地域福祉人材バンクにおける活動の場を広げることで権利擁護支援の普及・啓発に努

めます。 

○今後の方向性としては、地域福祉人材バンク整備についてのプロジェクトチームをつくり

①研修の歴代修了生を対象に、人材把握のための調査と整理をする、②必要な人材を把握

するためボランティアセンターや市民活動センターへヒアリングをする、③研修修了者に

対して人材バンクアンケートを実施する、の３点に取り組みます。 

 

  

具体的取組 

１２－１ 社会福祉協議会や各支援機関と連携し、権利擁護に関する研修修了者の

地域福祉人材登録制度（地域福祉人材バンク）を整備します。 

１２－２ ボランティアセンターや市民活動センターと連携し、地域福祉人材登録

制度（地域福祉人材バンク）を用いた人材活用システムの広域的整備と

試験的運用に取り組みます。 
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権利擁護支援における地域との連携事例 

「みんなの応援団」 ホームページ掲載記事（抜粋） 
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地域福祉人材像と地域福祉人材バンク 

人材の育成や人材の活躍の場を検討するにあたり、「地域福祉人材像」を整理したものが

下の図です。 

項目１０にあげた研修終了者等、権利擁護支援センターが実施している所定の研修をうけ

権利擁護の意識をもっている人材を、「権利擁護を基盤とした地域福祉人材」としていま

す。そのうえで、より活動への参加を意識して権利擁護サポーター講座や専門支援員養成研

修を実施しており、さらに、日ごろから権利擁護支援に従事する行政や福祉関係職員への研

修が位置づく形になっています。 

 

「地域福祉人材バンク」では、２の「地域活動への参加」、３の「権利擁護支援に従事」の

層の人たちを活動のメイン人材として登録してもらい、地域の活動や権利擁護支援等で活躍

してもらうことを想定しています。 
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計画項目と具体的取組一覧 

計画項目 具体的取組 

重点目標Ａ 成年後見制度の利用促進を担う中核機関の機能の拡充 

計画 

項目１ 

中核機関の

安定的運営

と相談機能

の強化 

１－１ 権利擁護支援センターが中核機関運営ガイドラインに基

づき、相談・啓発・利用促進・後見人支援の役割を継続して担い

ます。 

１－２ 一次相談機関と連携し、成年後見制度の他、任意後見制

度や未成年後見制度についても周知します。 

１－３ 在日外国人にも権利擁護に関する情報や支援が行き届く

よう、外国人支援団体と連携し啓発や相談を強化します。 

１－４ 中核機関として必要となる職員の確保や、質の高い支援

のための職員を育成するための研修の仕組みを構築します。「権

利擁護支援に適した職員像」に則った育成を図るため評価基準を

策定します。 

計画 

項目２ 

後見人支援

の体制整備

と他の法人

後 見 の 普

及・支援 

２－１ 引き続き中核機関として、親族後見人や専門職後見人か

らの相談や実務のサポート、研修会の実施、チーム支援のための

地域連携ネットワークの構築等、後見人支援機能の充実を図りま

す。また、親族後見人への中核機関の役割の周知を図ります。 

２－２ 社会福祉協議会による法人後見をさらにすすめ、後見業

務がスムーズに行えるよう支援を行います。 

２－３ 社会福祉協議会以外の社会福祉法人とも連携し、他法人

の利用者の受任を行うクロス受任等の方法による法人後見の実施

体制を検討します。 

計画 

項目３ 

成年後見制

度利用にお

ける意思決

定支援と苦

情への対応 

３－１ 適正な後見人等の選任や、利益相反の防止のために、法

人後見受任ガイドラインに従い、弁護士・司法書士・社会福祉士

等の第三者を構成員として含む受任調整会議を開催します。 

３－２ 利用者がメリットを実感できる制度となるよう、成年後

見制度利用における意思決定支援の普及を図ります。そのため

に、担当者会議や地域ケア会議、自立支援協議会等において意思

決定支援を取り入れた場づくりを行います。また、意思決定支援

をテーマとした研修会等、後見人等やその他支援者の質の確保と

向上を目指します。 

３－３ 成年後見制度の利用において直接解決が難しい後見人等

への要望や苦情等については権利擁護支援センターが相談窓口と

なり、中立的立場から家庭裁判所、専門職団体と連携して適切な

支援につながるよう支援します。 

３－４ 権利擁護支援センターが受任するケースへの要望・苦情

等は家庭裁判所が相談窓口となり、権利擁護支援センターとの調

整を図ります。 
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重点目標Ｂ 地域連携ネットワークによる総合的な権利擁護支援の充実 

計画 

項目４ 

虐待対応に

おける専門

的な支援体

制の充実 

４－１ 成年後見制度を含む幅広い権利擁護支援を重視し、適切

に虐待対応が可能な体制と仕組みを、弁護士等の専門職の協力を

得て構築します。 

４－２ 権利擁護支援センターは、４市５町の虐待対応の知識や

技術の向上を目指して、弁護士会、司法書士会、社会福祉士会

等、地域連携ネットワークでの連携の下、スーパーバイザーの派

遣や、虐待ケースへの対応に関する助言、研修会等を定期的に開

催します。 

４－３ 虐待ホットラインでの相談事例を整理、共有し、より一

層の活用を促進します。 

計画 

項目５ 

一次相談機

関と権利擁

護支援セン

ターとの連

携による参

加支援 

５－１ 運営委員会を通して重層的支援体制整備事業についての

４市５町の情報共有の場をもちます。 

５－２ 広域の権利擁護支援の「地域連携ネットワーク会議」や

「知多障害保健福祉圏域会議」を通して、地域包括支援センター

や基幹相談支援センターとの情報交換の場を定例的に開催しま

す。総合的な相談体制や、居住支援、互助会等の参加支援との連

携についての共有を行います。 

５－３ 成年後見制度利用者の権利擁護の理念を基盤とした参加

支援・地域づくりにむけて、社会福祉協議会地域担当職員や生活

困窮者支援の相談担当職員等と権利擁護支援センターとの情報共

有を進めます。 

計画 

項目６ 

くらしあん

しんサポー

ト事業によ

る支え合い

の仕組みづ

くり 

６－１ 権利擁護支援として、ライフエンディング支援における

包括的な相談支援と伴走支援を行う体制を整備するとともに、周

知・啓発を行います。 

６－２ 身寄りのない人がお互いに見守り支え合える継続的なつ

ながりづくりとして「互助会」を組織し、運営をサポートしま

す。行政、地域包括支援センターや社会福祉協議会と連携してよ

り身近な地域での開催を目指します。 

６－３ セーフティネットとして身元保証や死後事務等の課題へ

の対応を行う「くらしあんしんサポート事業」の広域実施体制を

整備します。 

計画 

項目７ 

社会福祉協

議会との連

携による新

たな金銭管

理支援の検

討 

７－１ 研修会や会議での情報共有を通して、日常生活自立支援

事業についての制度の理解と適切な利用を促進します。 

７－２ 社会福祉協議会と権利擁護支援センターとの連携を促進

し、人材の育成・活用や、判断能力の低下による日常生活自立支

援事業から成年後見制度への移行等、一体的な支援体制を構築し

ます。社会福祉協議会による法人後見を進めることで切れ目のな

い支援ができる仕組みとします。 

７－３ 日常生活自立支援事業に加えて、金銭管理支援を必要と

する人に柔軟に対応が可能となる新たな仕組みの検討をします。

アプリの活用等、先進事例の調査研究を行います。 



 

46 

重点目標Ｃ 幅広い権利擁護支援施策の展開 

計画 

項目８ 

サブリース

事業を活用

した居住支

援の仕組み

づくり 

８－１ 公営住宅や居住支援協議会等、４市５町での居住支援施

策の現状や課題を共有し、対応を促進するための情報交換の会議

を定期的に開催します 

８－２ 権利擁護支援センターが実施するサブリース事業を拡大

し４市５町での利用が可能な体制を構築します。 

８－３ ４市５町の相談支援、見守り支援・地域とのつながりづ

くりの促進等の居住支援と、権利擁護支援センターによるサブリ

ースや互助会等の取組が連携できるよう、関係者への情報発信や

情報交換の機会を確保します。 

計画 

項目９ 

障害者差別

解消法にお

ける紛争解

決の体制整

備 

９－１ 民間事業者や教育機関等、広く障害者差別解消に向けた

啓発活動や研修等を実施します。 

９－２ 障害者差別に関連した４市５町への相談の実態把握を行

い、現状と課題を整理します。情報保障を含め、相談体制の充実

を図ります。 

９－３ 先行する専門の紛争解決機関設置の事例等を参考に、弁

護士会等と連携のもと知多地域における紛争解決の窓口（機関）

の設置や解決のための仕組みづくりを進めます。 

重点目標Ｄ 権利擁護・地域福祉の普及・啓発と人材活用 

計画 

項目１０ 

地域におけ

る幅広い権

利擁護の普

及・啓発 

１０－１ 成年後見制度を始めとする、権利擁護支援に関する

諸々の制度について、きめ細かい広報や啓発を実施します。 

１０－２ 成年後見フォーラムを、年に１回、４市５町を巡回す

る形で開催します。そのほか、オンラインを活用して講座や研修

等に関する情報発信を行います。 

１０－３ 医療関係者、こども分野の支援関係者、金融機関、保

険会社、葬儀会社等とも連携して、幅広い権利擁護支援に関する

情報の共有や発信を行います。 

計画 

項目１１ 

権利擁護に

係る各種研

修の効果的

な実施 

１１－１ 広く市民に対し権利擁護支援に関連した各種研修事業

等を実施し、地域福祉やまちづくりに結びつく人材育成を目指し

ます。また、研修効果の評価とフォローアップの体制を整備しま

す。 

１１－２ ４市５町の行政職員や福祉事業者を対象とした研修会

を実施します。多くの人が受講できるよう、オンラインやアーカ

イブ等の体制を整備します。 

１１－３ 医療関係者との連携を促進し、成年後見制度の理解を

広げるとともに、適切な利用につなげます。 

１１－４ 教育関係者や放課後デイサービス等、障害児支援の関

係者に対しても合理的配慮や未成年後見制度等についての理解を

促進し、権利擁護支援の従事者として連携できるよう研修会等の

機会を確保します。 



 

47 

計画 

項目１２ 

地域福祉人

材活用シス

テムの広域

的整備と運

用 

１２－１ 社会福祉協議会や各支援機関と連携し、権利擁護に関

する研修修了者の地域福祉人材登録制度（地域福祉人材バンク）

を整備します。 

１２－２ ボランティアセンターや市民活動センターと連携し、

地域福祉人材登録制度（地域福祉人材バンク）を用いた人材活用

システムの広域的整備と試験的運用に取り組みます。 
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知多地域成年後見制度利用促進計画策定委員会 

開催実績・委員名簿 
１．開催実績 

第１回 ２０２４年５月２1日（火）１５時半～１７時  

第２回 ２０２４年１０月１１日（金）１５時半～１７時   

第３回 ２０２４年１２月１８日（水）１４時～ 

 

２．策定委員会委員名簿 

氏名 所属等 

平野 隆之 日本福祉大学大学院 教授  （策定委員長） 

尾之内 博規 医師 知多郡医師会 理事 

荻須 茂生 弁護士 愛知県弁護士会半田支部 

山﨑 弘平 司法書士 成年権利擁護支援センター・リーガルサポート愛知支部 支部長 

渡久地 千絵 社会福祉士 愛知県社会福祉士会 

杉原 直樹 精神保健福祉士 愛知県精神保健福祉士協会 理事 

加藤 恵 知多圏域相談支援アドバイザー 

小野田 靖 半田市社会福祉協議会 事務局長 

小林 真矢 東浦町高齢者相談支援センター 管理者 

山﨑 千佳 愛知県半田保健所 健康支援課 課長 

山本 勇夫 半田市役所 福祉部 地域福祉課 課長 

澤田 真宏 常滑市役所 福祉部 福祉課 課長    

和田 真貴 東海市役所 市民福祉部 社会福祉課 課長 

小島 朋尚 知多市役所 福祉子ども部 福祉課 課長 

高津 政功 阿久比町役場 民生部 住民福祉課 課長 

小田 浩昭 東浦町役場 健康福祉部 障がい支援課 課長 

山下 忠仁 南知多町役場 厚生部 ふくし課 課長 

三枝 美代子 美浜町役場 厚生部 福祉課 課長 

杉浦 隆子 武豊町役場 健康福祉部 福祉課 課長 

今井 友乃 知多地域権利擁護支援センター 理事長 

オブザーバー  

伊藤 聡 名古屋家庭裁判所半田支部 主任書記官 

事務局   

奥田 佑子 日本福祉大学 研究員 

金森 大席 知多地域権利擁護支援センター 事務局長 

久田 敦 知多地域権利擁護支援センター 事務局次長 

加藤 裕加 半田市役所 福祉部 地域福祉課（幹事市） 

黒野 隼 半田市役所 福祉部 地域福祉課（幹事市） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2期知多地域成年後見制度利用促進計画 

２０２５年３月 

半田市・常滑市・東海市・知多市・阿久比町 

東浦町・南知多町・美浜町・武豊町 

 





 

 

 




